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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第３四半期連結累計期間の連結業績につきましては、営業収益は1,891億９百万円（前年同四半期1,760億

３千１百万円、前年同四半期比7.4％増）、営業利益は274億２千９百万円（前年同四半期232億８千３百万円、

前年同四半期比17.8％増）、経常利益は194億４百万円（前年同四半期124億５百万円、前年同四半期比56.4％

増）となりました。一方で、ビル等事業において、前年同四半期に連結子会社であるＳＰＣが「大手町タワ

ー」の一部を売却したこと等に伴い計上した固定資産売却益の剥落等の影響により、四半期純利益は145億５百

万円（前年同四半期826億２千９百万円、前年同四半期比82.4％減）となりました。

 

 なお、第１四半期連結会計期間から、当社グループ内の事業再編に伴い、一部事業のセグメントの区分を変

更しており、前年同四半期の実績値については変更後のセグメント区分に組み替えて表示しております。

 各セグメントの業績は以下の通りであります。

 

① ビル等事業

 当第３四半期連結累計期間においては、ビル等賃貸において堅調に推移しましたが、前年同四半期に販売用

不動産を売却した影響等により、前年同四半期比で減収減益となりました。

 この結果、営業収益は731億９千５百万円（前年同四半期874億６千４百万円、前年同四半期比16.3％減）、

営業利益は197億３千２百万円（前年同四半期226億６千９百万円、前年同四半期比13.0％減)となりました。
 

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

ビル等賃貸
建物賃貸面積   674,471㎡

(うち転貸面積  110,206㎡)
46,538

建物賃貸面積   726,858㎡

(うち転貸面積  117,480㎡)
46,933

不動産売上 ６件 22,983 ２件 8,902

管理受託等 － 17,891 － 17,200

ＳＰＣ配当収益 － 50 － 158

営業収益計 － 87,464 － 73,195

営業利益 － 22,669 － 19,732

 

② 住宅事業 

 当第３四半期連結累計期間においては、都心部で大規模分譲マンションが竣工し、住宅分譲で「Brillia 

Tower 池袋」（東京都豊島区）、「Brillia 有明 CityTower」（東京都江東区）、「スカイズ タワー＆ガーデ

ン」（東京都江東区）等を売上に計上しました。

 この結果、営業収益は717億７千１百万円（前年同四半期588億６千１百万円、前年同四半期比21.9％増）、

営業利益は84億９千３百万円（前年同四半期29億６千４百万円、前年同四半期比186.5％増）となりました。
 

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

住宅分譲 931戸 44,803 1,087戸 57,517

住宅賃貸 建物賃貸面積  108,836㎡ 3,261 建物賃貸面積  105,109㎡ 3,113

マンション管理受託 管理戸数     49,998戸 4,575 管理戸数     49,979戸 4,744

その他 － 6,220 － 6,396

営業収益計 － 58,861 － 71,771

営業利益 － 2,964 － 8,493
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③ その他事業 

 当第３四半期連結累計期間においては、時間貸駐車場事業において㈱マオスを連結子会社化したことに加

え、不動産流通事業において販売用不動産を売却したこと等により前年同四半期比で増収増益となりました。

 この結果、営業収益は441億４千２百万円（前年同四半期297億６百万円、前年同四半期比48.6％増）、営業

利益は36億７千３百万円（前年同四半期27億８千８百万円、前年同四半期比31.7％増）となりました。
 

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

不動産流通事業 － 9,149 － 19,213

時間貸駐車場事業 車室数    46,633室 9,658 車室数    60,727室 12,269

クオリティライフ事業（注） － 9,871 － 11,583

その他 － 1,027 － 1,076

営業収益計 － 29,706 － 44,142

営業利益 － 2,788 － 3,673

 （注）余暇事業及びシニア事業を統合した事業となります。

 

（２）財政状態に関する説明 

(資産)

 当第３四半期連結会計期間末における資産合計は１兆3,187億４千７百万円となり、前連結会計年度末比７億

１千７百万円の減少となりました。これは、現金及び預金の減少並びに販売用不動産の取得等によるものであ

ります。

(負債)

 当第３四半期連結会計期間末における負債合計は１兆88億３千２百万円となり、前連結会計年度末比48億２

千４百万円の減少となりました。これは、有利子負債の減少並びに不動産特定共同事業出資受入金の増加等に

よるものであります。なお、有利子負債残高（リース債務除く）は7,390億８千８百万円（前連結会計年度末比

91億８千５百万円の減少）となっております。

(純資産)

 当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は3,099億１千４百万円となり、前連結会計年度末比41億６

百万円の増加となりました。これは、四半期純利益のほか、少数株主持分の減少等によるものであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 連結業績予想につきましては、当第３四半期連結累計期間の実績及び今後の見通しを勘案し、平成27年８月７

日に公表いたしました平成27年12月期の通期の業績予想を以下の通り修正いたします。 

 

  今回修正予想 前回発表予想 増減額 増減率

営 業 収 益 2,550億円 2,420億円 ＋130億円 ＋5.4％

営 業 利 益 325億円 310億円 ＋15億円 ＋4.8％

経 常 利 益 215億円 200億円 ＋15億円 ＋7.5％

当 期 純 利 益 150億円 140億円 ＋10億円 ＋7.1％

 

 前回発表予想と比べ、営業収益は、不動産流通事業における私募リート「東京建物プライベートリート投資

法人」への物件拠出等により増加する見込みであり、営業利益は、住宅事業における住宅分譲の利益率改善及

び販売経費の削減等により増加する見込みとなりました。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 第１四半期連結会計期間において、出資持分が償還されたことに伴い、京橋開発特定目的会社が連結の範囲から

除外されました。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

 （退職給付に関する会計基準等の適用）

  「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を単一の加重

平均割引率による方法へ変更しております。

  退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当第

３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

  この結果、当第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付に係る資産が252百万円減少し、退職給付に

係る負債が131百万円増加するとともに、利益剰余金230百万円及び少数株主持分12百万円が減少しております。

なお、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であり

ます。

 

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

  「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等が平成26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを除

く。）を適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上

するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

  企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（３）、連結会計基準第44－５項（３）

及び事業分離等会計基準第57－４項（３）に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな

会計方針を遡及適用した場合の当第３四半期連結累計期間の期首時点の累積的影響額を資本剰余金及び利益剰余

金に加減しております。

  この結果、当第３四半期連結累計期間の期首において、のれん4,722百万円及び利益剰余金6,855百万円が減少

するとともに、資本剰余金が2,133百万円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ929百万円増加しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 86,908 57,303 

受取手形及び営業未収入金 5,867 7,096 

有価証券 10 － 

販売用不動産 32,702 53,318 

仕掛販売用不動産 45,262 51,394 

開発用不動産 34,873 52,876 

繰延税金資産 4,223 6,726 

その他 32,986 20,935 

貸倒引当金 △204 △198 

流動資産合計 242,629 249,453 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 360,960 367,451 

減価償却累計額 △114,566 △121,587 

建物及び構築物（純額） 246,393 245,863 

土地 512,148 506,708 

建設仮勘定 6,330 5,582 

その他 20,581 23,794 

減価償却累計額 △11,469 △12,983 

その他（純額） 9,111 10,811 

有形固定資産合計 773,983 768,965 

無形固定資産    

借地権 106,229 106,224 

その他 6,353 7,096 

無形固定資産合計 112,582 113,320 

投資その他の資産    

投資有価証券 121,418 115,126 

匿名組合出資金 9,223 11,178 

繰延税金資産 2,350 1,343 

敷金及び保証金 21,081 21,639 

退職給付に係る資産 1,834 1,771 

その他 34,413 35,998 

貸倒引当金 △52 △49 

投資その他の資産合計 190,269 187,008 

固定資産合計 1,076,835 1,069,294 

資産合計 1,319,465 1,318,747 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

短期借入金 151,597 95,185 

1年内償還予定の社債 33,760 31,710 

未払金 6,645 5,816 

未払法人税等 1,628 2,011 

引当金 561 1,740 

不動産特定共同事業出資受入金 1,500 15,793 

その他 41,643 47,074 

流動負債合計 237,336 199,331 

固定負債    

社債 107,471 115,764 

長期借入金 451,926 490,061 

引当金 498 518 

繰延税金負債 28,320 23,868 

再評価に係る繰延税金負債 31,734 26,828 

受入敷金保証金 68,266 71,616 

退職給付に係る負債 9,982 10,139 

不動産特定共同事業出資受入金 66,986 56,965 

その他 11,133 13,737 

固定負債合計 776,320 809,501 

負債合計 1,013,657 1,008,832 

純資産の部    

株主資本    

資本金 92,451 92,451 

資本剰余金 63,432 66,479 

利益剰余金 53,446 57,871 

自己株式 △2,411 △22 

株主資本合計 206,918 216,780 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 51,034 49,720 

繰延ヘッジ損益 △326 △250 

土地再評価差額金 20,957 25,863 

為替換算調整勘定 6,278 5,838 

退職給付に係る調整累計額 960 1,066 

その他の包括利益累計額合計 78,905 82,238 

少数株主持分 19,984 10,895 

純資産合計 305,808 309,914 

負債純資産合計 1,319,465 1,318,747 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業収益 176,031 189,109 

営業原価 134,574 141,692 

営業総利益 41,457 47,416 

販売費及び一般管理費 18,173 19,987 

営業利益 23,283 27,429 

営業外収益    

受取利息 17 8 

受取配当金 835 1,155 

持分法による投資利益 － 119 

その他 443 299 

営業外収益合計 1,296 1,582 

営業外費用    

支払利息 9,383 6,830 

借入手数料 1,540 1,742 

持分法による投資損失 381 － 

不動産特定共同事業分配金 650 729 

その他 218 304 

営業外費用合計 12,175 9,607 

経常利益 12,405 19,404 

特別利益    

固定資産売却益 132,767 421 

投資有価証券償還益 － 185 

投資有価証券売却益 － 1,424 

関係会社出資金売却益 1,846 － 

負ののれん発生益 7,163 － 

受取補償金 88 23 

特別利益合計 141,866 2,054 

特別損失    

固定資産売却損 － 0 

固定資産除却損 81 111 

投資有価証券償還損 － 151 

投資有価証券評価損 4,217 － 

減損損失 567 2,633 

持分変動損失 754 － 

借入金繰上返済費用 5,139 － 

特別損失合計 10,760 2,896 

税金等調整前四半期純利益 143,512 18,561 

法人税、住民税及び事業税 30,321 3,440 

法人税等調整額 △18,738 374 

法人税等合計 11,583 3,815 

少数株主損益調整前四半期純利益 131,928 14,746 

少数株主利益 49,299 241 

四半期純利益 82,629 14,505 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 131,928 14,746 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △9,709 △1,589 

繰延ヘッジ損益 3 75 

土地再評価差額金 － 4,906 

為替換算調整勘定 16 △25 

退職給付に係る調整額 － 157 

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,164 △414 

その他の包括利益合計 △10,854 3,109 

四半期包括利益 121,074 17,855 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 72,361 17,838 

少数株主に係る四半期包括利益 48,712 17 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」等を早期適用したことにより、当第３四半期連結累

計期間の期首の資本剰余金が2,133百万円増加するとともに、利益剰余金が6,855百万円減少しております。

 また、当社は平成27年７月１日付で当社を株式交換完全親会社、東京建物不動産販売㈱を株式交換完全子会社とす

る株式交換を実施いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金が914百万円増加し、自

己株式が3,471百万円減少しております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  ビル等 住宅 その他 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
 (注)２ 

営業収益          

(1) 外部顧客への営業収益 87,464 58,861 29,706 － 176,031 

(2) セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
627 415 2,779 △3,822 － 

計 88,091 59,276 32,485 △3,822 176,031 

セグメント利益 22,669 2,964 2,788 △5,138 23,283 

（注）１．セグメント利益の調整額△5,138百万円には、セグメント間取引消去△514百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△4,624百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年９月30日) 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  ビル等 住宅 その他 
調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
 (注)２ 

営業収益          

(1) 外部顧客への営業収益 73,195 71,771 44,142 － 189,109 

(2) セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
655 362 1,169 △2,187 － 

計 73,851 72,133 45,312 △2,187 189,109 

セグメント利益 19,732 8,493 3,673 △4,469 27,429 

（注）１．セグメント利益の調整額△4,469百万円には、セグメント間取引消去△141百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△4,328百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

（セグメント区分の変更）

 第１四半期連結会計期間より、当社グループ内の事業再編に伴い、従来住宅事業セグメントに属してお

りました賃貸住宅管理事業をその他事業セグメントの区分に変更する等の変更を行っております。

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分に基づき作成しております。

 

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引

き下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は、従来の35.6％から平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については33.1％

に、平成29年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については32.3％となります。

 この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金額を控除した金額）は1,815百万円減少し、法人税

等調整額が740百万円、その他有価証券評価差額金が2,421百万円、退職給付に係る調整累計額が51百万円、それぞれ

増加しております。

 また、再評価に係る繰延税金負債は2,941百万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。
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